
（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 5,787,112,161

前渡金 3,000,000

前払費用 4,337,126

賞与引当金見返（注） 29,717,587

未収金 91,506,175

その他流動資産 4,369,005

流動資産合計 5,920,042,054

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物　　　 28,072,420

　　　減価償却累計額 9,179,595 18,892,825

工具器具備品 13,648,466

　　　減価償却累計額 10,354,840 3,293,626

有形固定資産合計 22,186,451

２　無形固定資産

ソフトウェア 68,827,461

電話加入権 16,500

無形固定資産合計 68,843,961

３　投資その他の資産

敷金・保証金 4,600,796

退職給付引当金見返（注） 45,734,555

長期未収金 1,127,861,580

　 貸倒引当金 778,970,036 348,891,544

投資その他の資産合計 399,226,895

固定資産合計 490,257,307

資産合計 6,410,299,361

貸　借　対　照　表
（令和５年３月３１日現在）



（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）

貸　借　対　照　表
（令和５年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 5,084,342,298

未払金 659,161,103

未払費用 195,467

未払法人税等 3,241,780

未払消費税等 11,730

リース債務 1,320,952

預り金 9,915,790

賞与引当金 29,717,587

流動負債合計 5,787,906,707

Ⅱ　固定負債

リース債務 156,131

資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 89,973,506 89,973,506

引当金

退職給付引当金 45,734,555 45,734,555

固定負債合計 135,864,192

負債合計 5,923,770,899

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 1,406,350,509

資本金合計 1,406,350,509

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 98,775,581

その他行政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額（△）（注） △ 12,937,049

減損損失相当累計額（△）（注） △ 775,500

除売却差額相当累計額（△）（注） △ 1,486,796,245 △ 1,500,508,794

資本剰余金合計 △ 1,401,733,213

Ⅲ　利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金（注） 423,657,822

積立金 35,721,486

当期未処分利益 22,531,858

（うち当期総利益 22,531,858 )

利益剰余金合計 481,911,166

純資産合計 486,528,462

負債純資産合計 6,410,299,361

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。



（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 6,699,569,090

一般管理費 126,767,345

財務費用 63,852

法人税、住民税及び事業税 3,241,780

損益計算書上の費用合計 6,829,642,067

Ⅱ 行政コスト 6,829,642,067

行　政　コ　ス　ト　計　算　書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）



（基礎的研究業務勘定）

経常費用
業務費

人件費 523,698,602
賞与引当金繰入 19,543,266
外部委託費 5,681,976,487
消耗品費 5,180,972
支払リース料・賃借料 44,632,344
減価償却費 21,908,368
保守・修繕費 17,648,825
水道光熱費 901,037
旅費交通費 6,270,559
図書印刷費 1,545,822
雑費 376,262,808 6,699,569,090

一般管理費
人件費 118,768,313
賞与引当金繰入 10,174,321
退職給付引当金繰入 △21,506,939
消耗品費 465,704
支払リース料・賃借料 6,885,328
保守・修繕費 2,333,780
水道光熱費 123,798
旅費交通費 500,151
雑費 9,022,889 126,767,345

財務費用
支払利息 63,852 63,852

経常費用合計 6,826,400,287

経常収益
運営費交付金収益（注） 6,798,374,755
事業収益 120,752
資産見返負債戻入（注） 19,977,093
賞与引当金見返に係る収益（注） 29,717,587
退職給付引当金見返に係る収益（注） △21,506,939
雑益 22,683,743
経常収益合計 6,849,366,991

経常利益 22,966,704

税引前当期純利益 22,966,704
法人税、住民税及び事業税 3,241,780
当期純利益 19,724,924
前中長期目標期間繰越積立金取崩額（注） 2,806,934
当期総利益 22,531,858

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

損　益　計　算　書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

（単位：円）



（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）

減価償却相当
累計額（△）

減損損失相当
累計額（△）

除売却差額相当
累計額（△）

うち当期総利益

1,406,350,509 1,406,350,509 98,775,581 △ 12,937,049 △ 775,500 △ 1,486,796,245 △ 1,401,733,213 426,464,756 － 35,721,486 － 462,186,242 466,803,538

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

( 1 ) 利益の処分又は損失の処理

利益処分による積立て 35,721,486 △ 35,721,486 － －

( 2 ) その他

当期純利益 19,724,924 19,724,924 19,724,924 19,724,924

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 △ 2,806,934 2,806,934 2,806,934 － －

当期変動額合計 － － － － － － － △ 2,806,934 35,721,486 △ 13,189,628 22,531,858 19,724,924 19,724,924

当期末残高 1,406,350,509 1,406,350,509 98,775,581 △ 12,937,049 △ 775,500 △ 1,486,796,245 △ 1,401,733,213 423,657,822 35,721,486 22,531,858 22,531,858 481,911,166 486,528,462

純資産合計政府
出資金

資本金
合計

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

当期首残高

当期変動額

資本金の当期変動額

資本剰余金の当期変動額

純資産変動計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

積立金 当期未処分利益
利益剰余金

合計
資本

剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金
合計

前中長期目標期間
繰越積立金



（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 5,732,628,226
人件費支出 △ 666,655,170
その他の業務支出 △ 19,530,733
運営費交付金収入 9,398,667,000
その他の事業収入 23,032,749

小計 3,002,885,620
利息の支払額 △ 63,852
法人税等の支払額 △ 3,287,000

    業務活動によるキャッシュ・フロー 2,999,534,768

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
無形固定資産の取得による支出 △ 87,864,843

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 87,864,843

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務返済による支出 △ 1,976,052

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,976,052

Ⅳ 資金増加額 2,909,693,873

Ⅴ 資金期首残高 2,877,418,288

Ⅵ 資金期末残高 5,787,112,161

キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）



（基礎的研究業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 22,531,858

当期総利益 22,531,858

Ⅱ　利益処分額

積立金 22,531,858
22,531,858

利益の処分に関する書類



（基礎的研究業務勘定）

重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法

（１） 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８～１８年

工具器具備品 ４～１５年

（２） 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

工業所有権 ４～８年

３．引当金の計上基準

（１） 賞与引当金

（２） 退職給付引当金

　

（３） 貸倒引当金

４．消費税等の会計処理

   　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、未収金、長期未収金については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見積額を計上しております。

　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月２１日
改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終
改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を
作成しております。
　なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する改訂内容は令和５事業年度から適用します。

 　役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職金の支給見込額（簡便法による期末自己都合
要支給額）に基づき計上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職
給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

　業務達成基準を採用しております。

また、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と
同額を賞与引当金見返として計上しております。

　特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相当累
計額として資本剰余金から控除して表示しております。



（基礎的研究業務勘定）

注記事項

１． 貸借対照表関係

(1) その他行政コスト累計額に係る注記

その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 △ 1,402,036,228 円

（2） 退職給付に係る注記

① 採用している退職給付制度の概要

② 確定給付制度

ア
期首における退職給付引当金 67,678,608 円

退職給付費用 △ 21,506,939 円

退職給付の支払額 △ 437,114 円

期末における退職給付引当金 45,734,555 円

イ 退職給付に関連する損益

△ 21,506,939 円

２． 行政コスト計算書関係

（1） 国立研究開発法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 6,829,642,067 円

自己収入等 △ 22,804,495 円

法人税等及び国庫納付額 △ 3,241,780 円

機会費用 20,682,377 円

6,824,278,169 円

（2） 機会費用の計上方法

①

②

３． 損益計算書関係

（1） 経常費用の主な内訳

① 業務費　人件費の内訳

給与、賞与及び諸手当 185,466,052 円

法定福利費 70,564,868 円

その他人件費 267,667,682 円

② 一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 2,157,019 円

給与、賞与及び諸手当 91,077,887 円

法定福利費 17,644,715 円

その他人件費 7,888,692 円

（2） リース資産の会計処理

ファイナンス・リース取引が当期総利益に与える影響額 44,777 円

当該影響額を除いた当期総利益 22,487,081 円

４． キャッシュ・フロー計算書関係

（1） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 5,787,112,161 円

資金期末残高 5,787,112,161 円

　 当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該制度では、給与と勤務期間に基づいた
一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

簡便法で計算した退職給付費用

国立研究開発法人の業務運営に関
して国民の負担に帰せられるコスト

政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　 10年利付国債の令和５年３月末利回りを参考に0.320％で計算しております。

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　 当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、国立研究開発法人での勤務時間に対応する部分につ
いて、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。



（基礎的研究業務勘定）

５． 金融商品に関する注記

（1） 金融商品の状況に関する事項

（2） 金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

（１）長期未収金 1,127

　　 貸倒引当金 △778 

348 348 －

（*）百万円未満は切り捨てて記載しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定

における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

長期未収金

　

差額

　資金運用を行っておらず、預金は銀行保証のリスクを回避するため決済性預金としており、主に国からの運営費交付金により資金を調達し
ております。

　長期未収金については、財務内容評価法に基づき時価を算定しております。時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要と
判断し、レベル3の時価に分類しております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、
未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表
計上額（*）

時価（*）



（基礎的研究業務勘定）

1．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

当期償却額 当期減損額

建物 28,072,420 0 0 28,072,420 9,179,595 2,046,031 0 0 18,892,825

工具器具備品 13,648,466 0 0 13,648,466 10,354,840 2,289,369 0 0 3,293,626

計 41,720,886 0 0 41,720,886 19,534,435 4,335,400 0 0 22,186,451

建物 28,072,420 0 0 28,072,420 9,179,595 2,046,031 0 0 18,892,825

工具器具備品 13,648,466 0 0 13,648,466 10,354,840 2,289,369 0 0 3,293,626

計 41,720,886 0 0 41,720,886 19,534,435 4,335,400 0 0 22,186,451

工業所有権－特許権 15,497,236 0 0 15,497,236 15,497,236 0 0 0 0

ソフトウェア 87,864,843 0 0 87,864,843 19,037,382 17,572,968 0 0 68,827,461

計 103,362,079 0 0 103,362,079 34,534,618 17,572,968 0 0 68,827,461

工業所有権－特許権 12,937,049 0 0 12,937,049 12,937,049 0 0 0 0

計 12,937,049 0 0 12,937,049 12,937,049 0 0 0 0

電話加入権 792,000 0 0 792,000 － － 775,500 0 16,500

計 792,000 0 0 792,000 － － 775,500 0 16,500

工業所有権－特許権 28,434,285 0 0 28,434,285 28,434,285 0 0 0 0

ソフトウェア 87,864,843 0 0 87,864,843 19,037,382 17,572,968 0 0 68,827,461

電話加入権 792,000 0 0 792,000 － － 775,500 0 16,500

計 117,091,128 0 0 117,091,128 47,471,667 17,572,968 775,500 0 68,843,961

敷金・保証金 4,600,796 0 0 4,600,796 － － － － 4,600,796

退職給付引当金見返 67,678,608 △ 21,506,939 437,114 45,734,555 － － － － 45,734,555

長期未収金 1,127,861,580 0 0 1,127,861,580 － － － － 1,127,861,580

　貸倒引当金 △ 778,970,036 0 0 △ 778,970,036 － － － － △ 778,970,036

計 421,170,948 △ 21,506,939 437,114 399,226,895 － － － － 399,226,895

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額
減損損失累計額

有形固定資産
合計

無形固定資産
（減価償却費）

無形固定資産
（減価償却相当額）

期末残高 差引当期末残高 摘要

有形固定資産
（減価償却費）

減価償却累計額

投資その他の資産

非償却資産

無形固定資産
合計



（基礎的研究業務勘定）

２．引当金の明細
（単位：円）

３．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位：円）

（注）個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

４．退職給付引当金の明細
（単位：円）

５．資本剰余金の明細
（単位：円）

６．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

：

：

（注）契約職員に係る給与等は事業費に含めております。

（３）引当金見返との相殺額の明細

（単位：円）

：

：退職給付引当金見返

資産見返

運営費交付金

0

工業所有権仮勘定

費用進行基準による振替額 0

0

摘　　　　　要　期末残高

45,734,555

27,316,28427,316,284

セグメント

0

引当金見返
との相殺額

期 末 残 高
資本剰余金

貸付金等の残高

1,127,861,580

778,970,036

当期増加額

4,600,796 4,600,796

△ 21,506,939

△ 21,506,939

目的使用

1,127,861,580

27,753,3986,798,374,755

運営費交付金の主な使途

5,084,342,2980

94,174,785

98,775,5810

運営費交付金収益

0

小　　　計

437,114

0 1,127,861,580 0

当期減少額 摘　　　　　要期末残高

778,970,036

67,678,608

67,678,608 437,114

778,970,036

当期減少額

45,734,555

45,734,555

437,114

△ 21,506,939

計 27,316,284

期首残高 当期増加額

27,316,284

29,717,5870

（注）

期末残高 期首残高

0 778,970,036

0

摘　　要

29,717,587

29,717,587

当期増減額

期末残高

29,717,587

摘　　　　　要
その他

0

期首残高

778,970,036

778,970,036　　　　貸倒懸念債権

1,127,861,580 0 1,127,861,580

計

長期未収金

期首残高

区　　　　　分

0 1,127,861,580

貸倒引当金の残高

当期増減額 期末残高

期首残高

当　　期　　振　　替　　額

主な使途

見返運営費交付金

建設仮勘定見返

区　　　　　分 期首残高 当期増加額

運営費交付金

当期減少額

0 0

0

0

0

67,678,608

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

費用

328,142,277

6,470,232,478

27,753,398

27,753,398

人 件 費

94,174,785

6,798,374,755 6,798,374,755
事 業 費

運営費交付金

収            益

当期交付額

期間進行基準による振替額 0

減資差益

計 98,775,581

2,511,803,451 9,398,667,000

区　　　　　分

6,798,374,755

6,798,374,755

運営費交付金

賞与引当金

区　　　　　分

区　　　分

合　　計 6,798,374,755

0

業務達成基準による振替額

437,114

引当金見返との相殺

主な相殺額の内訳

賞 与 引 当 金 見 返 27,316,284

相殺額



（基礎的研究業務勘定）

（４）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

７．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円，人）

（注）

1．

再雇用職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の再雇用職員規程に基づき支給しております。

契約職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の契約職員規程に基づき支給しております。

2． 役員について期末現在の人数と上表の支給人員数は異なっております。

3． 支給人員は年間平均支給人員数を記載しております。

4． 非常勤の役員、再雇用職員及び契約職員について外数として（　　）で記載しております。

5． 上記明細は「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」、「退職金」及び「その他人件費」により構成されており、中期計画に定める予算上の人件費とは異なっております。

6． 支給額の千円未満は切り捨てて計上しております。

(266,858)

支給人員

退　職　手　当

- -0

支給人員 支  給  額支  給  額 

(-)

(-) (-)

(-)

303,860

(-) (-)

報 酬 又 は 給 与

2,157

(48)

役             員

区             分

職員に対する給与等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の職員給与規程及び職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

(48)

合             計 38

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高は事業費及び人件費であります。

いずれも翌事業年度以降に使用する見込であります。

運営費交付金債務残高

業務達成基準を採用した業務に係る分

0

5,084,342,298

38

(-)

2

役員に対する報酬等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の役員給与規程及び役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

437 2

306,017

(-)

437

職             員

(266,858)

費用進行基準を採用した業務に係る分

合　　計 5,084,342,298

配分留保額 0

使用見込み
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